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（Claim for the money by Consumer Organization and Bilongingness）
山 里　盛 文











































































（消費者裁判手続特例法 2 条 4 号）、そして、共通義務確認訴訟における判決が確定した後に、消費
者の被害回復を図る「個別債権確定手続」（消費者裁判手続特例法 2 条 7 号、8 号）の二段階の訴
訟構造となっている 3。
「個別債権確定手続」においては、被害消費者が債権届出をし、その債権の存否について確定す
る「簡易確定手続」（消費者裁判手続特例法 2 条 7 号）に移行するが、被害消費者に「共通義務確

































民生活センターの業務の範囲に特定適格消費者団体の消費者裁判手続特例法 56 条 1 項の申立てに
係る仮差押命令の担保を立てることを追加（国民生活センター法 10 条 7 号）すること、資金調達（国
民生活センター法 43 条の 2）については、国民生活センターは内閣総理大臣の認可を受け、長期
借入金をする（国民生活センター法 43 条の 2 第 1 項）。そして、毎事業年度、長期借入金の償還計


















































































































定性により特徴づけられる利益（81 条補項 1 号）とし、集合的利益について、その目的の不可分
性にもかかわらず、特定の利害関係人のグループやクラスに帰属する利益（81 条補項 2 号）とし、
同種個別的利益について、その性質上は個別的利益であるものの、共通の原因を有するために、集

































































































ら共益費用についての一般先取特権（民法 306 条 2 号）と考える 38 こともできるし、本稿の見解




















































































































































































民法 1 条 1 項を用いることにより加害事業者に対する権利制限を正当化することが可能である。す
なわち、加害事業者は、不当な行為により、消費者の権利・利益を害しているのであり、他人を害
してまで、利益を上げさせるべきではないといえるので、ここでは、民法 1 条 1 項の公共の福祉の
構成原理 69 と考えられる「他者加害禁止原理」により、加害事業者に対する権利制限を正当化す
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